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教育厚生委員会会議録 

 

日時     令和６年１０月８日（火）   開会時間 午前  ９時５９分 

                      閉会時間 午後  １時５８分 

 

場所     委員会室棟 第２委員会室 

 

委員出席者  委 員 長  笠井 辰生 

        副委員長  望月 大輔 

委    員  望月  勝  渡辺 淳也  藤本 好彦  流石 恭史 

              久嶋 成美  飯島  修   

 

委員欠席者  なし 

 

説明のため出席した者 

感染症対策統轄官 成島 春仁  感染症対策統轄官補 佐野 満 

   感染症対策監 遠藤 攝 

福祉保健部長 井上 弘之  福祉保健部理事（次長事務取扱） 植村 武彦 

福祉保健部次長 若月 衞  福祉保健総務課長 宮下 つかさ 

   健康長寿推進課長 佐原 淳仁  国保援護課長 内藤 浩 

   障害福祉課長 廣瀬 充  医務課長 清水 康邦  衛生薬務課長 内田 裕之 

   健康増進課長 知見 圭子 

   子育て支援局長 斉藤 由美  子育て支援局次長 小澤 理恵 

   子育て政策課長 篠原 孝男  子ども福祉課長 水口 純一 

 

教育長 降簱 友宏  教育次長 信田 恭央  教育監 荻野 智夫 

   教育監 秋山 克也  副参事 矢崎 孝 

総務課長 望月 勝一  教育企画室長 岩出 修司 

福利給与課長 永井 研一  学校施設課長 㓛刀 美奈子 

義務教育課長 小池 孝二  高校教育課長 渡邉 英裕 

特別支援教育・児童生徒支援課長 玄間 修 

 生涯学習課長 古屋 明子  保健体育課長 花輪 孝徳 

 

 

議題   

（付託案件） 

第８６号  山梨県手数料条例中改正の件 

第８７号  令和６年度山梨県一般会計補正予算（第７号）第１条第２項歳出中教育厚生委員会関
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係のもの及び第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの 

第８９号  令和６年度山梨県国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

  

請願第５－１２号 「現行の健康保険証の存続を求める意見書」提出を求めることについて 

請願第５－１３号  ゆきとどいた教育を求めることについて 

請願第６－７号 ひきこもり支援基本法の制定を求める意見書の提出を求めることについて 

 

審査の結果    付託案件については、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

また、請願第５－１２号及び請願第５－１３号については、継続審査すべきも

の、請願第６－７号については採択すべきものと決定した。  

 

審査の概要    まず、委員会の審査順序について、感染症対策センター・福祉保健部・子育て支援

局関係、教育委員会関係の順に行うこととし、午前９時５９分から午後０時０２分ま

で感染症対策センター・福祉保健部・子育て支援局関係の審査を行い、途中休憩をは

さみ、午後０時５８分から午後１時５８分まで教育委員会関係の審査を行った。 

 

 

主な質疑等 感染症対策センター・福祉保健部・子育て支援局関係 

 

 

※第８６号  山梨県手数料条例中改正の件 

 

 

質疑       

 

藤本委員    条例の内容につきましては理解しましたが、大麻草栽培者は、大麻草採取栽培者及び

大麻草研究栽培者に区分されるとのことですが、現時点では、それぞれ本県内にはどの

程度おられるのか、分かりましたら教えてください。 

 

内田衛生薬務課長 現在、大麻取扱者免許申請という形になっておりますが、本県では３件許可を出し

ているという状況でございます。 

 

藤本委員    ３件ということでしたが、免許の件数の推移は、だんだん減少しているのでしょうか。

それとも、この数年で増えてきたのでしょうか。 

 

内田衛生薬務課長 推移についてですが、先ほど３件と申し上げましたが、従前までは２件ということ

で推移しておりまして、昨年１件増えたという状況です。 

 

藤本委員    詳細は分からないのですが、この大麻につきましては薬剤、つまり痛みを緩和すると

か、かつて私たちの国でも大変重宝されていたときもありました。そのようなことも、
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だんだん県民の中で周知が進んだことにより微増したと理解してよろしいのでしょうか。 

 

内田衛生薬務課長 おっしゃるとおりだと認識しております。 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第８７号   令和６年度山梨県一般会計補正予算（第７号）第１条第２項歳出中教育厚生委員会

関係のもの及び第２条繰越明許費の補正中教育厚生委員会関係のもの 

 

 

質疑 

          （先天性代謝異常等検査実証事業費について） 

望月（大）副委員長 子の３ページ、先天性代謝異常等検査実証事業費についてお伺いしたいと思いま

す。 

        先天性の代謝異常等検査は、医療機関において、産後、生まれてきた子供さんたち全

員を対象に採血を行い、これにより早く疾患を発見して治療につなげていくことができ

るということで、大変重要な検査だと認識をしております。 

        これまで、本県でも国が指定する疾患の検査を行ってきたと思いますけれども、これ

によってモデル的に２つの疾患の実証事業が予算化されて、本県が本事業に取り組むに

至った経緯等も幾つか聞いていきたいと思っております。 

        まず、今回拡充に至った経緯をお示しいただきたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 今お話のありました２つの疾患につきましては、ともに指定難病でありまして、

免疫不全や神経に係る疾患となっておりますが、近年は治療薬の開発等により、早期発

見すれば救命が可能となっているため、今般国の実証事業に参加することとしておりま

す。 

 

望月（大）副委員長 次に、県内で今どれぐらい実施をしているのか状況を確認したいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 現在国が指定する２０の先天性代謝異常等の検査を、全額公費負担で実施をして

おります。そのうち、３つの疾患は甲府市医師会検査センター、１７の疾患は県立中央

病院に委託をしております。 

        検査数は、令和３年度が５，３５７件、令和４年度が４，８６９件であり、新生児の

全てが検査対象となっております。 

望月（大）副委員長 大変多くの実施状況であるということで、安心につなげられるようなものになっ
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てくるのではないかなと思っております。 

        これを最後にしますけれども、この事業をどのように進めていくのか、理念をお示し

いただきたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 出産した産科医療機関や助産院で生後４日頃に実証する検査であるため、保護者

への説明に従事される医師や助産師の方たちに、本事業について丁寧に説明をしてまい

ります。 

        また、新たな検査が追加されることに伴い、検査体制の整備などの見直しが必要とな

るため、専門家などで構成される協議会を通して検討をしてまいります。 

        さらに、対象となる県民への周知、情報発信を市町村や産科医療機関等を通じて行っ

てまいりたいと思っております。 

 

望月（大）副委員長 生後４日頃の検査ということで、丁寧な説明も必要ではないかなと思っておりま

す。 

        産前産後に不安を抱える方々も多くいらっしゃると思いますので、しっかりそこはそ

の先につながる、生まれてきたお子さんたちが健康で、あるいは健康でなかった場合に

も早期治療につなげられるということが、最大のこの事業の目的だと思いますので、ど

うか安心して親御さん、お子さんを含めてですけれども、妊娠、出産からしっかりこの

環境が整えられるような事業にしていただきたいと思います。 

 

        （造血幹細胞移植後予防接種支援事業費補助金について） 

飯島（修）委員 感の２、今日の山日新聞にも出ていまして、感染症から保護をするために、各市町村

を通じて予防接種に補助する方針ということで、とてもいいことだと思います。 

        それで何点かお伺いしますが、同様の方針を、いろいろな都道府県がやっていますけ

れども、ほかのところは２０歳未満と限定していますが、山梨県では年齢に制限をしな

い方針と聞いています。これは新聞の報道ですけれども、間違いはないですか。 

 

遠藤感染症対策監 おっしゃるとおり、年齢制限を設けないこととしております。 

 

飯島（修）委員 幅広く対象の人がいるということは、とてもいいことだなと思います。 

        あと、また新聞の記事なんですけれども、例年２０人前後は接種しているということ

なので、補助対象の人数は２０人というお考えだということでありますけれども、この

２０人の年齢のシミュレーションはしているのですか。 

 

遠藤感染症対策監 こちらの造血幹細胞移植を受ける患者さんについて、県内の医療機関に確認しまし

て、２０歳以上の方がおおむね８割と伺っております。 

 

飯島（修）委員 あと、やり方の問題というか、今後市町村に対して事業全体の詳細を説明して、協力

を働きかけた上で、早期に運用を始めたいという新聞の記事なのですが、ちょっと細か

いことを言うと、私は最初に市町村に相談するほうが、より丁寧かなと思うのですけれ
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ども、その辺はいかがでしょうか。 

 

遠藤感染症対策監 実際、患者さんがどこの市町村に居住しているかというのは、なかなか把握できな

いところがありますので、まず事前に、市町村に県が制度を設けた場合どのくらい導入

していただけるか確認したところ、人口でいうとおおむね６５％はカバーできると考え

ております。 

        また、今後、残りの市町村についても説明をして、できるだけその制度を設けていた

だくようお願いしたいと考えております。 

 

        （認知症予防実証実験事業費について） 

飯島（修）委員 別件で、福の３ですね。これは昨日の山日新聞に出ていました。人工知能を使って認

知症予防の実証を始めるということで、今後、認知症高齢者がどんどん増えるというこ

とが懸念されますので、いい取組だなと思います。 

        ただ、今回、上野原市がモデル地区ということでありますけれども、上野原市が悪い

というわけではありませんが、せっかくやるのですから、例えば、市街地とか山間地と

か、居住地によっていろいろなサンプルが出てくると思うので、もう少しパイの大きい

ところを対象にしてもいいのかなと。 

        むしろ上野原市が駄目というのではなくて、上野原市ともう一つどこかとか、頭をよ

ぎったのですが、上野原市はどういう基準で決めたのですか。 

 

佐原健康長寿推進課長 今回の事業で、上野原市を実証フィールドとして決定した理由ということでご

ざいますが、上野原市は豊かな自然環境ですとか、温泉などの地域資源がありまして、

事業内容としても、東京から近いというところも利点でございます。 

        また、県内の市の中では比較的高齢化率が高いということもございます。もう少し広

めのという御指摘もございましたが、国民健康保険の関係でも事業を行いますので、ま

ずは上野原市に御協力いただいて、モデル的に事業を実施したいということが、上野原

市を選定した経緯でございます。 

 

飯島（修）委員 再三言いますが、上野原市が悪いということではなくて、せっかくやるのであれば、

いろいろなサンプルが多いほうがいいということでお聞きしたのですけれども、新聞記

事によると、「賛同する上野原市をモデル自治体として」という、こういう書き方があり

ます。そうすると、ほかの市町村にもお声かけしたけれども、賛同しなかったというか、

あまり積極的じゃなかった市町村もあったという理解でいいですか。 

 

佐原健康長寿推進課長 上野原市以外に対して御協力を仰いだという経緯は特にございません。先ほど

申し上げましたとおり、県として事業実施に適地と考えましたので、上野原市に御協力

をお願いしたという経緯でございます。 

 

        （妊婦出産時アクセス支援事業費補助金について） 

渡辺（淳）委員 課別説明書、子の３ページの一つ目の丸ですね。母子健康推進事業費１２５万４，０
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００円のうち、マル新、妊婦出産時アクセス支援事業費補助金について何点かお伺いし

たいと思います。 

        課別説明書の説明を見ますと、「安心して出産できる環境を整備するため、遠方の分

娩取扱施設で出産する妊婦への支援を行う市町村に対し助成する」と記載されていると

ころでありますが、幸いにも、富士吉田市は、富士吉田市立病院ですとか、山梨赤十字

病院という分娩・出産できる医療機関が身近にあるわけですけれども、その妊婦さんの

状態によっては、遠方に行かなければならないという話も聞いています。 

        また、県内には、なかなか身近に出産ができる医療機関がないという地域もあること

も承知しているところであります。そのような中で、市町村と連携してこういった事業

を構築されていると思いますけれども、まずは、この事業の詳細についてお伺いしたい

と思います。 

 

篠原子育て政策課長 県内在住の妊婦が、自宅や里帰り先において、最寄りの分娩施設までおおむね６

０分以上の移動が必要な場合、最寄りの分娩取扱施設までの交通費を助成いたします。 

        また、分娩取扱施設の近くで待機する場合についても、宿泊費を助成することとして

おります。 

        なお、ハイリスク妊婦の場合は、最寄りの周産期母子医療センターまでの交通費及び

宿泊費を助成する予定でございます。 

 

渡辺（淳）委員 今の話の中で、最寄りの分娩施設だとか、周産期母子医療センターまでの交通費だと

か、前泊する中での宿泊費等を補助するという話があったわけで、その前提として、例

えば県内の方が６０分以上かかる方、あるいは里帰り出産される方ということだと思い

ますけれども、そもそもこの県内に分娩取扱施設が幾つあって、周産期母子医療センタ

ーが幾つあるのか確認しておきたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 県内の分娩取扱施設数は１６か所あります。また、周産期母子医療センターは県

内に６か所あり、そのうち総合周産期母子医療センターは１か所になります。 

 

渡辺（淳）委員 分娩取扱施設の１６か所というのも少なくなってきたなという感はありますけれども、

それでも幾つか数はあるということで、問題はハイリスク妊婦の方々が行くことになる

周産期母子医療センター、あるいは総合のほうも含めて、こちらのほうも場合によって

は利用しなければならなくて、数も６か所と少ないですので、何となく分かるのですけ

れども、多分地域的な偏りがあると思います。 

        総合も含めた周産期母子医療センターの６か所の病院名を伺ってもいいですか。 

 

篠原子育て政策課長 ６か所の内訳を申し上げますと、県立中央病院、山梨大学医学部附属病院、国立

病院機構甲府病院、市立甲府病院、富士吉田市立病院、山梨赤十字病院の６か所となり

ます。 

        このうち、県立中央病院につきましては、県内唯一の総合周産期母子医療センターに

なります。 
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渡辺（淳）委員 予測はしていましたけれども、私の地元は幸運にも、富士吉田市立病院と山梨赤十字

病院があって、周産期母子もやっていただいて、以前にもＮＩＣＵも入れてもらったり、

かなりハイリスクの方にも対応していただいているところでありますけれども、ほかの

４つは甲府に集中しているわけでして、特に県立中央病院の総合の方に、うちの地元の

ハイリスクの妊婦さんでも、どうしても富士吉田市立病院では対応できないと、かなり

高度なハイリスクの場合は、県立中央病院のほうまで行かなければならず、大変である

と。 

        しかも、通ったり入院したりということで、家族の負担も本人だけではなく増えてい

ると聞いていますので、そのような方々の経済的負担を少しでも軽減してあげられると

いうのであれば、非常にいい事業だなと思っているところであります。 

        そこで、これをまた課別説明書で見ますと、この事業は国が２分の１、そして県が４

分の１を補助して、実施主体である市町村が、恐らく残りの４分の１を負担するという、

そういった事業構築になっていると思うのですけれども、ここで思うことは、この事業

を組み立てていって、一体その妊婦さん本人がどれぐらい負担をするのか、この事業で

気になるところですので、お伺いしたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 自宅から最寄りの分娩施設までの移動に、おおむね１時間以上要した方に、タク

シーなどの往復料金の８割を助成いたします。自家用車での移動も想定しておりまして、

市町村の旅費規定に基づき、交通費を算出する仕組みを考えております。 

        また、宿泊費につきましては、出産予定日に合わせて分娩施設の近くで宿泊施設を利

用した場合、１４泊を上限とし、１泊当たりの宿泊料金から２，０００円を除いた額を

助成する予定でございます。 

 

渡辺（淳）委員 今の説明を伺うと、基本的には交通費は８割補助してもらって、２割自己負担という

ことで、宿泊の場合は基本的に自己負担は最大で２，０００円ということだと思います

ので、大分補助していただけるなと。今までのことを考えれば、結構妊婦さんとか家族

の方は、本当に喜ぶ事業だと思いますので、ぜひ今後は市町村負担もありますので、多

くの市町村に協力していただいて、全県で偏りがないような制度設計を進めていただい

て、事業構築をしていただきたいと思っておりますけれども、この質問の最後に、この

事業を通じてどのような効果を期待しているのかを伺って終わりたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 対象となる妊婦に対しまして、交通費及び宿泊費を補助することにより、経済的

な負担の軽減が図られます。また、出産直前にホテルなどに泊まり、待機できることに

より、長時間移動を避けられるため、安全な出産や妊婦の不安の軽減につながるものと

考えております。 

        このため、居住地に関わらず、安全、安心に妊娠・出産ができる環境を整えることに

つながるものと期待しております。 

 

        （認知症予防実証実験事業費について） 

久嶋委員    まず、福３ページの新規事業、認知症予防実証実験事業費について、先ほど説明がご
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ざいましたが、何点か伺いたいと思います。 

        福の３ページと同じ事業名で、福の１２ページにも予算を計上してありますが、予算

額は違うのですけれども、この違いについて説明してください。 

 

内藤国保援護課長 後ほど国民健康保険特別会計で御説明をいたしますが、今回、特別会計に予算を計

上いたしましたのは、今回の実証実験で得られる認知症予防の知見が、国民健康保険の

保険事業に生かせるというところがございましたので、特別会計で受け入れております

国庫補助金を財源として活用いたします。 

        もう少し丁寧に説明をいたしますと、心臓病や脳卒中などの生活習慣病は、食事や運

動などの生活習慣が病気の発症や進行に深く関与しております。 

        一方、アルツハイマー型認知症や脳血管性認知症は、バランスのよい食事、あるいは

適度な運動など、適切な生活習慣を保つことで予防できます。このような点から、認知

症予防と生活習慣病予防には親和性がございまして、特に今回は実証実験の中で、国民

健康保険の特定健診のデータを活用するところであるので、この認知症予防の知見を今

後の国民健康保険の保健指導に生かせると考えまして、関連する国庫補助金を活用した

ところでございます。 

        先ほどの質問の中で、具体的な内訳のお話もございましたが、これにつきましては、

国庫補助金を最大限活用するという考え方でやっておりまして、全て事業に注ぎ込んで

いくということでございます。 

 

久嶋委員    次に、先ほど、上野原市を対象地域として、入浴やフレイル予防運動によるストレス

改善効果を検証するとの説明がございましたが、認知症予防とストレス改善がどのよう

に関係するのか。また、ストレスは個人個人で感じる程度が様々だと思いますが、今回

の事業では、その改善効果をどのように把握するのか伺います。 

 

佐原健康長寿推進課長 今回の事業は、東京大学高齢社会総合研究機構におきまして、最新の研究を行

っている酒谷薫特任研究員の研究成果をベースとしております。 

        この研究の中で、認知症の発症には、生活習慣病や栄養障害、また貧血などの全身性

代謝障害が非常に大きく影響することが明らかになっております。 

        また、生活習慣病や全身性代謝障害の悪化は、ストレスの増加と密接に関連している

ということから、ストレスの改善を図ることは、認知症予防の観点からも重要というこ

とでございます。 

        こうしたことから、東京大学高齢社会総合研究機構は、対象者の頭部に近赤外線を当

てることで、脳の活性化をしている部位を特定いたしまして、ストレスの状態を客観的

に評価できる装置を開発しております。 

        今回の事業は、この装置を用いましてストレスの改善度合いを測定するということと

しております。 

 

久嶋委員    では次に、健診データをＡＩで解析し、将来の認知症リスクや運動・食事の改善点を

提示するとの説明もございましたが、その内容をもう少し詳しく説明してください。 
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佐原健康長寿推進課長 将来の認知症のリスクの評価につきましては、血糖値やコレステロール値、ま

た肝機能の数値といった健康診断のデータを、ＡＩのディープラーニングにより解析を

いたしまして、その対象者の認知機能に関するリスクをＡ・Ｂ・Ｃの３段階で判定をい

たしまして、併せて、個人ごとの状況に即した食事や運動に関する具体的な提案を行う

ということでございます。 

        この方法は、対象者の方が改めて個別に検査を受ける必要がございませんので、健診

データがあれば、その場でＡＩ解析ができるというものでございます。 

        今回の事業におきましては、認知症予防セミナーに参加していただく住民の方々に健

診結果を御持参いただき、そのセミナー会場においてＡＩの解析を実施した上で、将来

のリスク評価、食事や運動の改善点の提案を行うことを予定しております。 

 

久嶋委員    今のお話を聞いて、上野原市で実証実験する内容が分かりました。 

        東大の研究員の方が来やすい、一番都内に近いということ。また、私の地元でもあり

ます上野原市には高齢者も多いということで、秋山にある秋山温泉を利活用してもらっ

て、その効果を検証していただきたいということ。それから、秋山温泉には全国的にも

有名なサウナもありますので、サウナなどを活用した相乗効果というものもぜひ得られ

ればいいかなと思っております。期待をしております。 

 

        （造血幹細胞移植後予防接種支援事業費補助金について） 

望月（勝）委員 感の２のマル新で、造血幹細胞移植後予防接種支援事業費補助金ですけれども、私も

この造血幹細胞移植後の状況を初めて耳にしました。先ほど感染症対策監からのお話で

説明をいただきましたが、白血病や血液のがんの患者さんが対象に含まれるのではない

かと思いますけれども、患者さんが打つワクチンは、これまでのコロナワクチンや、子

宮頸がんワクチンと比べてどのような違いがあるのですか。 

 

遠藤感染症対策監 こちらのワクチンは、患者さんが小さい頃打たれたであろう麻疹や風疹、百日ぜき

や破傷風などのワクチンを想定しており、そのほかの季節性インフルエンザなども含ま

れております。 

        どのワクチンを対象とするかにつきましては、この造血幹細胞移植の治療の指針を示

している学会のガイドラインに記載されておりますので、その中に記載されているワク

チンを対象としております。 

 

望月（勝）委員 県内における移植の現状というのはどのような状況ですか。 

 

遠藤感染症対策監 県内で造血幹細胞移植の治療を受けている患者さんが、おおむね毎年４０名ほどい

らっしゃいます。そのうち、御自身の造血幹細胞を移植された方は、その血液の中に免

疫が残りますので、その方には今回のようなワクチン接種は必要ありませんが、その方

がおおむね２０人で、ほかの方から造血幹細胞移植を受ける方が２０人となります。こ

のほかの方から造血幹細胞移植を受けた２０人を対象としております。 

 



令和６年９月定例会教育厚生委員会会議録 

 10

望月（勝）委員   県内で４０人のうちの２０人がこの移植を実施されているということでございます

が、このワクチンはコロナワクチンやほかのワクチンと同じように、１回打った後、何

回かを定期的に打つのですか。 

 

遠藤感染症対策監 ワクチンの接種回数につきましても、学会が示したガイドラインの中で、大体どの

時期に打つのかが決まっており、１回のものや３回のものもございます。 

        接種につきましても、全てのワクチンを接種するかというわけではなく、主治医の方

と相談しながら、主治医の判断で接種を受けるような形になります。 

 

望月（勝）委員 主治医の指導を受けてワクチンを打つということですが、当然、免疫力を強めるため

のワクチンだと思いますけれども、血液がんの手術をした後、治療しながらこのワクチ

ンを打ったりして、患者に負担を課させるという状況もありますが、その辺の状況を教

えてください。 

 

遠藤感染症対策監 造血幹細胞移植自体は保険診療の対象になっておりますが、保険診療がやはり高額

であるということと、移植のコーディネーターに支払うお金もかなり必要となり、その

経済的負担が大きく、治療がある程度終わるまでの期間が、おおむね数年かかり、休職

の期間も長くなるため、通常の生活に戻るまでかなり長い期間を要しているのが現状で

す。 

 

望月（勝）委員 これは市町村と連携をとって実施されていくと思いますが、現在の県と市町村との連

携状況や、実施時期はどのようになっているのですか。 

 

遠藤感染症対策監 現在、県内の市町村で造血幹細胞移植を受けた患者さんに対する助成制度を設けて

いるのは、韮崎市だけとなっております。 

        事前に各市町村に制度を設けるに当たり意向確認したところ、８つの市町村で年度内

に参加していただけるということで、韮崎市と合わせて９つの市町村が年度内に参加す

るような意向を持っていただきまして、人口で言うとおおむね６５％の市町村が参加し

ていただけるというような状況になっております。 

 

望月（勝）委員 人口で言うと６５％くらいの市町村は、この事業に参加するとお話がありましたが、

この状況の中で、本県の独自性があれば教えてください。 

 

遠藤感染症対策監 現在、全国で２３の都府県が同様の制度を設けております。ただ、この造血幹細胞

移植自体が、小児に対する白血病を想定しておりまして、そこからスタートした制度で

あり、２３の都府県全てで２０歳未満の方を対象としているところ、本県では年齢制限

を設けずに助成の対象としております。 

        また、その２３都府県のうち、おおむね７割程度の都府県が、過去にそのワクチンを

接種したことのあるということを要件としておりますが、本県では再接種を要件として

おりません。 
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望月（勝）委員 山梨県は年齢を問わず子供から大人までということでございますので、ぜひこの事業

は実施していただいて、がんを初期に治療してもらいたいです。よろしくお願いいたし

ます。 

 

        （在宅医療連携体制構築支援事業費補助金について） 

久嶋委員    福の８ページです。マル新で、在宅医療連携体制構築支援事業費補助金とありますけ

れども、この２，０００万円について、本会議でも答弁がございましたが、２４時間３

６５日の対応が医師の負担となり、在宅医療の新規参入が進まないことから、地域で核

となる医療機関を中心に、単独では対応困難な夜間・休日の診療を複数医療機関が交代

で行う連携体制を構築するために、本事業を計上されたと伺っております。 

        そこで、何点か質問します。本県において、２４時間体制で在宅医療に取り組む医療

機関は幾つあるのか。また、それは全国と比べてどのような状況か伺います。 

 

清水医務課長  令和５年３月末日現在でございますが、２４時間体制で在宅医療に取り組む病院が１

３、診療所が６４、合わせて７７の医療機関となります。 

        こちらは人口１０万人当たりに直しますと、本県は９．５となりまして、全国平均１

３．０に比べて少ない状況となっております。 

 

久嶋委員    そうですね、少ないですね。地形的なものもあるかと思いますが。 

        では次に、補助先である在宅医療において積極的役割を担う医療機関とは、具体的に

どのような役割があるのでしょうか。 

 

清水医務課長  在宅医療において積極的役割を担う医療機関につきましては、自ら２４時間対応の在

宅医療を提供していただくとともに、ほかの医療機関で診療ができないというような時

間帯がありましたら、その診療の支援を行うということをしていただきます。 

        また、当補助事業においては、特に医療機関の連携体制構築に向けた検討会議を主催

していただくこと、また、コーディネーターを配置していただいて、複数医療機関が交

代制で診療するためのシフト調整、あるいは患者情報の共有といったことを行っていた

だきます。 

 

久嶋委員    では、２４時間３６５日の在宅医療提供体制は、県内でどの程度広がっていくのか、

本事業によって見込まれる成果を伺います。 

 

清水医務課長  積極的役割を担う医療機関につきまして、現在、県医師会や地区医師会と協議をしな

がら、本年度、まず５か所設定をする予定としております。 

        県内には医療圏が４つありますので、本事業によりまして、各医療圏に１か所以上の

連携体制が構築できることになります。 

        また、医療機関が訪問できる距離には限りがありますので、そのようなことなどを考

慮しまして、来年度以降、さらに連携体制を９か所まで増やしていきたいと考えており
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ます。 

        ９か所の連携体制ができますと、県内全域をカバーする在宅医療の提供が可能となる

と見込んでおります。 

 

久嶋委員    事業の内容は承知いたしました。上野原市内においても、在宅医療に力を入れている

医療チームもございます。御承知かと思いますが、ぜひ今後も在宅医療の推進に向けて

取組をさらに進めていっていただきたいと思います。 

 

        （災害・感染症医療業務従事者派遣設備整備事業費補助金について） 

流石委員    福の７ページで、災害医療対策費８００万円のうち、マル臨で、災害・感染症医療業

務従事者派遣設備整備事業費補助金とありますけれども、事業内容を説明してください。 

 

清水医務課長  各医療機関がＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、あるいは災害派遣ナースというものを持っており

ます。こちらが被災時、あるいは新型感染症蔓延時に活動するに当たって必要な資機材

の購入を補助するものになります。 

        具体的には、隊員の被服、応急的な医薬品、あるいは簡易トイレといったものの購入

に対して助成をするという事業でございます。 

 

流石委員    これは速やかに対応ができるということでよろしいのですか。どのぐらいの時間がか

かって対応できるかということも知りたいのですけれども、伺ってもよろしいですか。 

 

清水医務課長  本予算の議決がされましたら、希望する医療機関は、速やかに申請をいただいて、購

入をしていただくと考えております。 

 

流石委員    速やかというと、どのくらいの時間になるのかをお聞きしたくて、質問をしているの

ですけれども。 

 

清水医務課長  品物によってそれぞれ差があります。すぐ手に入るものは、１か月程度で購入可能か

と思いますが、中には少し時間のかかる簡易的な超音波診断装置というようなものもご

ざいますので、年度内には確実に調達していただきます。 

 

流石委員    やはり災害で担ぎ込まれた患者さんの対応を早くしていただかなければいけない。例

えば、電気等も必要だろうし、それから呼吸器、それから注射器とかいろいろあると思

いますが、その辺のところも全部含めて、医療機関等の整備に対する助成ということで

よろしいですか。 

 

清水医務課長  医療資機材も含めて助成の対象になっております。 

 

流石委員    山梨県での災害は、台風や富士山の噴火も考えられますので、ぜひ速やかにしていた

だければなと思っております。 
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        今後とも、このようなものは確認したいと思っておりますので、よろしくお願いいた

します。 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第８９号   令和６年度山梨県国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 

質疑      なし 

 

 

討論      なし 

 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※請願第５－１２号  「現行の健康保険証の存続を求める意見書」提出を求めることについて 

 

意見 

 

久嶋委員    この件については、継続審査とすべきと考えております。 

        本請願につきましては、過去、全国でマイナンバーとのひもづけに誤りのある事案が

多数発生しましたが、国においては、誤りについて政府全体で総点検を行い、既に作業

は完了したと承知をしております。 

        また、デジタル庁を中心に関係省庁が連携して、国全体で再発防止を強力に推進して

いると承知もしております。 

        こうした状況を踏まえますと、今後、国の動向等を十分注視していくことが必要との

理由から、継続審査とすることが適当と考えます。 

 

討論      なし 

 

 

採決      採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 
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※請願第６－７号  ひきこもり支援基本法の制定を求める意見書の提出を求めることについて 

 

意見 

 

望月（大）副委員長 本請願は採択すべきとの立場から意見を述べさせていただきます。 

        ひきこもり状態にある人は、国の調査では１５歳から６４歳までの年齢層において、

全国で１４６万人に及ぶとされており、従来、若年層の問題とされていたひきこもりは、

中高年齢層にも及ぶ全体的な問題となっております。 

        これまで、国においても子ども・若者育成支援推進法を制定し、若者世代を対象に支

援を行っておりますが、ひきこもり状態は中高年層にも及んでいることから、現行の法

律に基づく取組では不十分であると考えます。 

        ひきこもり状態の長期化・高齢化は深刻な社会問題となっており、その支援に向けた

取組は喫緊の課題であると考えます。 

よって、ひきこもり状態である全ての世代の人を対象としたひきこもり支援に関する

施策を、総合的かつ計画的に推進するための法制化等が早急に行われるべきであり、本

請願は願意妥当、採択すべきと考えます。 

 

討論      なし 

 

 

採決      採決の結果、採択すべきものと決定した。 

 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

          （障害者の方へのタクシー券の制度について） 

望月（大）副委員長 福祉保健部の障害者の方の部分で質問させていただきます。 

        県と市町村が一緒に事業を行っている障害者の方へのタクシー券の制度についてお

伺いしたいと思います。全体的に把握をさせていただきたいので、事業の制度内容を示

していただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 

廣瀬障害福祉課長 重度心身障害者の社会参加を促進するということで、平成４年から市町村を実施主

体として、事業を実施しております。 

        対象者ですが、身体障害者手帳の１・２級該当者、これは聴覚、内部障害者を除きま

すけども、その対象者などを対象にタクシーの初乗り料金１回当たり５９０円を上限と

しまして、年間２４回の利用の範囲内で利用のあった金額の２分の１を、事業を実施し

た市町村に交付するというものでございます。 
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望月（大）副委員長 大変ありがたい制度だと思いますけれども、平成４年から始まっていて、かなり

長くやられている事業であると思います。 

        これは市町村も２分の１負担とのことですが、実施していない市町村もあるのでしょ

うか。 

 

廣瀬障害福祉課長 令和５年度の実績ですけれども、県内２２の市町村が実施をしておりまして、５つ

の町村では独自に制度を行っているということで、事業を実施していないという状況で

ございます。 

 

望月（大）副委員長 初乗りが５９０円ということで、社会状況等も考えて、初乗り料金、当時は５９

０円だったということだと思いますが、値上げ等もあって、上乗せについては、県でも

対応しているのでしょうか。 

 

廣瀬障害福祉課長 現時点では、上乗せということはしておりません。 

 

望月（大）副委員長 市町村が２分の１、県が２分の１ということで話を聞いているのですけれども、

５９０円分が上限ということになっているということで、その上乗せ分については、市

町村がそこも上乗せして補助をしていると幾つか聞きました。社会状況等もあって、物

価高騰等もある中で、県でも初乗り料金が値上げした分に対しての上限を上乗せすると

いうことも検討できると思うのですが、その辺はいかがでしょうか。 

 

廣瀬障害福祉課長 タクシー料金の補助事業に取り組んでいる県というのは、全国的にも珍しく、かな

り手厚い制度であると考えております。ですので現時点で、初乗り料金の基準額の見直

しは考えていない状況でございます。 

 

望月（大）副委員長 全国的にも珍しいケースということも、私も把握はしております。大変ありがた

い制度で、山梨県がそれを障害者の方にもしっかり社会参加していただくための制度と

いうことで理解をしておりますけれども、市町村と一緒にやっていくということも考え

れば、料金が幾らの幅で上がっていくかどうかは分かりませんが、その部分もぜひ検討

していただきたいなと思っております。障害者の関係ではないですけれども、免許の返

納で、今後、タクシー券に代わる制度もぜひ考えてほしいなという要望も高齢化社会の

中で多いので、ぜひそのような寄り添った形での検討もしていただきたいと思いますの

で、検証していただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

廣瀬障害福祉課長 今後の利用状況ですとか、実際に事業を実施している市町村の声も、それぞれ考え

方があって事業されていると思いますので、そのような声も聞きながら研究をしてまい

りたいと思います。 

 

        （山梨県子ども・子育て会議について） 

飯島（修）委員 何点かお伺いしたいと思います。山梨県子ども・子育て会議が、本年７月に第１回、
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９月に第２回を開催されていると承知しております。漠然とこの会議の目的を自分なり

に理解していると思っているのですが、改めてこの会議の趣旨をお伺いしたいと思いま

す。 

 

篠原子育て政策課長 本年７月と９月に２回会議を開催しておりますが、こちらにつきましては、今年

度、本県がこども計画を策定する予定になっておりますので、その計画策定に向けた検

討会を開催させていただいております。 

 

飯島（修）委員 第１回目の資料を拝見してみますと、山梨県こども計画作成のための会議を行い、今

後、来年の３月に向けて計画を策定するということだと思うのですけども、それで間違

いはないですか。 

 

篠原子育て政策課長 そのとおりでございます。 

 

（やまなし子ども・子育て支援プラン等について） 

飯島（修）委員 少子化を含め、あるいはこども基本法もあり、こども家庭庁もできたということで、

本県にとっても大事な取組ですけれども、私の記憶によると、以前、山梨県まち・ひと・

しごと創生人口ビジョンと、やまなし子ども・子育て支援プランというものがあったと

思います。これがどうなってしまったのか、これに代わるものなのか、その辺は御存じ

でしょうか。 

 

篠原子育て政策課長 やまなし子ども・子育て支援プランにつきましては、今年度計画の策定を予定し

ている、こども計画の中に含まれるような形になります。 

 

飯島（修）委員 山梨県まち・ひと・しごと創生人口ビジョンは、平成２７年９月に出しており、人口

の現状の分析や、若年層の人口の割合など、いろいろな資料がある一方で、第２期やま

なし子ども・子育て支援プランについては、第１期があったと思います。その後、第２

期があって、目標や取組があったと思います。この中にも子どもの貧困対策の推進など

が書いてありますが、それをまとめて山梨県こども計画を策定するという方向にかじを

切ったのか。これは私の勝手な想像ですけれども、知事が変わって、どこの県でもよく

ありがちですけれども、同じような業務でも名前を変えて、内容もさらにブラッシュア

ップして変えるということかなと思っています。 

        ですから、くどいようですが、今までの山梨県まち・ひと・しごと創生人口ビジョン

とやまなし子ども・子育て支援プランは、結果的にどうなってしまったのか。説明をい

ただければ、統合なら統合でいいのですが。 

 

篠原子育て政策課長 山梨県まち・ひと・しごと創生人口ビジョンにつきましては、当課の所管ではご

ざいませんので、やまなし子ども・子育て支援プランについてお答えさせていただきま

す。こちらにつきましては、国のほうで、令和５年４月にこども基本法が施行となりま

した。その中で、令和５年の１２月にこども大綱ができまして、こども大綱の中で、や



令和６年９月定例会教育厚生委員会会議録 

 17

まなし子ども・子育て支援プラン、やまなし子どもの貧困対策推進計画、やまなし子ど

も・若者育成指針、この３つを一体的に運用していくという形で位置づけられました。

それに基づいてこども計画を今年度策定するような経緯でございます。 

 

飯島（修）委員 いろいろ説明を受けましたが、今まで行っていた、山梨県まち・ひと・しごと創生人

口ビジョン、やまなし子ども・子育て支援プランはもうないよと、新たに山梨県子ども・

子育て会議というものを立ち上げて、計画を立ち上げるということで、単純にイエスか

ノーかでお願いします。 

 

篠原子育て政策課長 そのとおりでございます。 

 

飯島（修）委員 すっきりしました。 

        それで、もちろんいろいろな取組がありますが、山梨県子ども・子育て会議のメンバ

ーの中に鈴木信行さんという方がいます。この方は山梨県私学教育振興会副理事長とい

う方ですが、たまたまこの間、県議会の私学振興議連に来ていて、発言していました。

幼稚園の経営をされている方で、少子化の問題意識もある方です。山梨県議員は全員、

私学振興議連に入っています。 

        私は私学振興議連の副会長を仰せつかっており、よく鈴木さんともお話しするのです

が、こういう子育ての会議はとても有効で、今後、取り組まなければならないのですけ

れども、これからいろいろな計画を策定するために、当然、今も行っていると思います

が、現場の市町村の意見や現状を酌んで、計画の素案をつくったり、パブリックコメン

トをしたりして、計画策定ということになろうかと思います。一方、山梨県まち・ひと・

しごと創生人口ビジョンというのは、１０年スパンで取り組んできたという説明を鈴木

さんから受けました。 

        その中で、１０年の長いスパンで目標と実態がかけ離れてきており、少子化の問題は

特にその辺を市町村任せにしているように見えると、鈴木さんはおっしゃるのです。 

        つまり、県が市町村から上がってきたものを吸収して計画を立てますが、実態として、

１年たって、２年たって、３年たって、４年たって、目標を達成できないというときに、

県はどのように指導するのか。常日頃から県は市町村と対等な立場にあるから、指導と

かそういうことはできないと言っているのが、鈴木さんいわく、歯がゆいと。このよう

な意見がありますが、それに関してはどうでしょうか。 

 

笠井委員長   飯島委員に申し上げます。所管事項についての質問から少し外れてしまっているかと

思いますけれども、山梨県まち・ひと・しごと創生人口ビジョンは所管が違うとおっし

ゃられていますので、その点は所管に絡めての質問にしてください。 

 

飯島（修）委員 御指摘をいただきました。こども計画の策定に関しては、人口減少という問題があっ

て、市町村の実態を受けて計画を立てるのは間違いないと思います。そのときに軌道修

正したり、いわゆる県からの指導みたいなものがあってもいいのではないかという意見

があるのですけれども、それについてはいかがですか。 
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篠原子育て政策課長 今年度、本県におきまして、こども計画を策定していきますが、市町村におきま

しても、努力義務になりますので、それぞれのところでこども計画をつくり、それに基

づいて計画的に子育て支援を推進していくということになっております。市町村それぞ

れの計画等に基づき、県の計画等も参考にしていただきながら、協働して子育て支援の

推進に努めていただくということを考えております。 

 

飯島（修）委員 皆さん共通した認識で、子供・子育てに関しては大変重要な問題でありますし、県も

鋭意、誠意を持って取り組んでいると思います。 

        ただ、一方、市町村のほうではかなり格差が出たり、苦しんでいるということも現状

として見逃せないということであると、県は民間も含めて、いわゆる県の音頭取りでい

ろいろなことをやるということも必要ではないかと思いますので、ぜひ勘案していただ

きたいと要望して終わります。 

 

        （貧困家庭への生鮮食料の提供について） 

藤本委員    大きく２点お伺いいたします。まず１点目としまして、貧困家庭への生鮮食料の提供

についてです。子供の貧困対策の１つとして取り組んでいる生活困窮世帯への生鮮食料

の提供について順次伺います。 

        私は２年前、令和４年９月定例県議会の一般質問で、コロナ禍及び物価高の中、生活

困窮世帯の現状を踏まえ、野菜や果物などを農家から寄附していただき、子ども食堂な

どを通じて世帯に届ける仕組みの必要性について提案いたしました。 

        その際に、執行部からは、幅広い企業や団体などの協力をいただき、県産を含め、生

鮮食料を提供する新たな仕組みを検討すると答弁をいただきましたが、その後、検討を

重ね取組が進んでいると承知していますが、まずその事業の概要についてお伺いいたし

ます。 

 

水口子ども福祉課長 まずこの仕組みについては３つのステップがございます。１つは、生産者が、余

剰または規格外の野菜をＪＡや道の駅に届けます。２つ目のステップとしましては、Ｊ

Ａや道の駅が生鮮食料を保管し、子ども食堂に連絡することになっております。３つ目

のステップとしまして、子ども食堂では、ＪＡや道の駅で生鮮食料を受け取りまして、

生活困窮世帯の家庭に届けるという役割を担っております。県としましては、ＪＡや道

の駅が保管する冷蔵庫、または倉庫の設置などに助成をしているという状況でございま

す。 

 

藤本委員    事業の概要につきましては、理解しました。 

        先日、私たちは、山梨県食料安全保障推進の条例制定を考える会の研究委員会の現地

調査で、ＮＰＯ法人フードバンク山梨を訪問し、関係者の皆様と意見交換するとともに、

企業や県民から寄附された食料品の保管倉庫を視察させていただきました。 

        その際に、子ども食堂やフードバンクに提供される食料品の多くが、乾麺やレトルト

食品であるということが分かりまして、改めて、現在、県が取り組んでおられる取組と
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いうのは、子供の健康的な食事改善に大変寄与すると実感しました。 

        そこで、野菜や果物など生鮮食料を届ける仕組みについて、現在の取組状況をお伺い

いたします。あわせて、その実績等の状況を具体的に御教授願います。 

 

水口子ども福祉課長 令和５年度の実績と、令和６年度の取組状況について回答いたします。 

        まず、令和５年度におきましては、既にＪＡ等で倉庫や大型冷蔵庫が整備されていま

したため、補助金の申請はありませんでしたが、中北地域においてＪＡみらい農協及び

ＪＡ全農やまなしの２か所で、また、富士・東部地域において道の駅つるで事業を実施

しております。また、令和６年度におきましては、新たに峡東地域において、ＪＡフル

ーツ山梨で行っております。 

        なお、補助金の申請は別の地域で１件ありますが、現在取組に向けて協議を進めてい

るという状況でございます。 

 

藤本委員    取組状況につきましては、分かりました。それでは、県ではこの現状をどのように評

価しているのかお伺いいたします。 

 

水口子ども福祉課長 評価という点でございますが、この仕組みは、先ほど答弁しましたとおり、生産

者である農家の方々、または関係機関との調整を担うＪＡ、道の駅の皆様、また、家庭

に生鮮食料を届ける子ども食堂の協力が一体となって実施されるものです。 

        昨年度は、年間を通じてＪＡなどと、子ども食堂の間で２０回以上の受け渡しがあり

ましたことから、子ども食堂から生活困窮世帯に生鮮食料品が届けていられるものと認

識しており、一定の成果は出ているものと考えております。 

 

藤本委員    ただいまの御答弁で、一定の成果が出ているということは分かりましたが、この取組

の中で課題というのもあると思います。県としまして、この課題については、どのよう

に認識をされているのかお伺いします。 

 

水口子ども福祉課長 先ほど答弁させていただきましたが、現在、４エリアでこの事業が取り組まれて

おります。活動の回数は徐々に増えてはいますが、こうした取組が県内全域で展開でき

るようにしていくことが課題だと認識しております。 

 

藤本委員    ぜひ、県内全域に少しずつで構わないので、地道に広がっていくような形で継続をし

ていってもらいたいということと、一昨年と比べてさらに物価が高騰し、今後もこの状

況が継続すると推測されている中で、生活困窮世代にとっても生鮮食料へのニーズとい

うのは非常に高いと考えています。そこで最後に、県としてこの課題の解決も含めて、

今後どのように取り組んでいくのかお伺いします。 

 

水口子ども福祉課長 先ほどの課題の解決に向けまして、県や子ども食堂のホームページなどを通じま

して、この取組の成果を広く周知することで、農家さんも含めた多くの方々に理解をし

ていただき、市町村やＮＰＯが主体となって、県内全域で取り組んでいくようになって
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いただきたいと考えております。 

        この取組を通じて、一人でも多くの子供の健やかな成長に寄与していきたいと考えて

おります。 

 

藤本委員    ぜひ引き続き、多くの関係者の皆様とともに共感し、さらに理解をいただきながら、

取組を着実に継続していくことを望みまして、次の質問に移ります。 

 

        （発達障害や知的障害の方々の理解促進について） 

        ２点目としまして、発達障害や知的障害の方々の理解促進について伺います。 

        本年の春先ですが、県立図書館において、発達障害の方々が描いた絵画や紙粘土で作

られた恐竜の模型などの作品展を鑑賞しました。また、先日、富士ふれあいセンターの

富士ふれあいの村で開催された第２６回富士ふれあいの村まつりに参加した後、富士ふ

れあいセンター施設内の知的障害の方々がつくり上げた絵画や芸術作品などを鑑賞し、

改めて芸術作品のすばらしさに心を打たれました。 

        これも発達障害や知的障害の方々の理解増進につながると思いますが、そこでまず、

発達障害や知的障害の方々の理解促進に向けて、県の啓発活動のこれまでの取組内容や

状況についてお伺いします。 

 

水口子ども福祉課長 発達障害については、子ども福祉課から回答いたします。 

        県では、多くの方に、自閉症など発達障害についての関心を高め、その特性を理解し

ていただけますよう、普及啓発を行っております。具体的には、４月２日の世界自閉症

啓発デー及び４月２日から８日の発達障害啓発週間に併せまして、保育や学校関係者を

対象にした講演会の開催及び公共施設を発達障害の啓発に係るテーマカラーであるブル

ーでライトアップをする事業を展開しております。 

 

廣瀬障害福祉課長 知的障害につきまして、障害福祉課から回答いたします。 

        県では、毎年１２月３日から９日の障害者週間におきまして、共生社会の理念を広く

啓発し、障害や障害のある方に対する県民の関心と理解を一層深めることを目的としま

して、障害者の主張大会や、関連団体との該当キャンペーンを実施しております。 

        また、本年８月３日に実施しましたユニバーサルファッションショーにも、知的障害

のある方に参加していただくとともに、また今週１１日から開催を予定しております、

障害のある方によるアート企画展、雑踏展にも、自閉症ですとか、知的障害のある作家

にも協力をいただくなど、障害の理解を深めていただく機会の創出に努めております。 

 

藤本委員    発達障害や知的障害の理解促進に向けたこれまでの啓発活動については分かりまし

た。そのように啓発活動を進めて、発達障害や知的障害の理解促進を図ってきた中で、

様々な課題について把握されていると思いますが、その課題にはどのようなことがある

のかお伺いいたします。 

 

水口子ども福祉課長 発達障害については、脳の発達に関する障害です。発達障害の難しさというのは、
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その障害が外から見た目は分かりにくいということがございます。そこで、周囲の方々

が発達障害について理解していただき、適切に配慮することが課題だと認識しておりま

す。 

 

廣瀬障害福祉課長 課題としましては、知的障害の方の困っていることを理解することだと考えており

ますので、困っていることや、生きづらく感じていることを理解・共有して、周囲や社

会が、配慮や協力できるということが必要であると考えております。 

 

藤本委員    課題については分かりました。先日、政務活動で山形県において知的障害や発達障害

を知ってもらい、理解してもらう活動を展開されている花笠ほーぷ隊による発達障害や

知的障害の疑似体験活動に参加しました。その疑似体験活動の中で、戸惑いの体験があ

りました。それは、さくらんぼの絵や、ボールの絵など、絵を描くことを通じて、まず

戸惑うことを疑似体験するものでした。 

        そこで感じたのは、発達障害や知的障害の方々は、どういうときにどんな形で困って

いるのかということをイメージができて、体験することができたということと、発達障

害や知的障害の方たちにも、具体的な言葉を使ったり絵を使ったり、分かりやすく伝え

ることで、お互いに分かり合えるという気づきでした。 

        そこで、これまで県では、知的障害や発達障害の疑似体験を通した理解促進に、どの

ように取り組んできたのかお伺いいたします。 

 

水口子ども福祉課長 発達障害の方を支援するためには、支援者自身が発達障害の特性を知ることが必

要です。そこで、令和５年度に県内の教員や大学関係者、市町村職員などを対象に、発

達障害の特性を当事者視点で体験できるイベントを実施いたしました。具体的にはＶＲ

ゴーグルを用いて疑似体験できるものであり、参加した方からは、発達障害に対する理

解が深まったとの感想がありました。 

 

廣瀬障害福祉課長 一般社団法人発達障害支援アドバイザー協会が作成しました、自閉スペクトラム症

の人の物の見え方ですとか、聞こえ方を疑似体験できるＶＲ技術というものがございま

すが、障害福祉課ではこれらを活用した理解促進や、普及啓発の事業はこれまで行って

きておりません。 

 

藤本委員    発達障害の方々にも、ゴーグルを用いた体験、また知的障害の方々の特性を理解する

上での体験というのも、本県では進めているということが分かりました。 

        そこで最後に、この発達障害や知的障害の方々のさらなる理解、増進に向けて、県で

は今後、関係機関と連携してどのように取り組んでいくのかお伺いいたします。 

 

水口子ども福祉課長 発達障害を持つ方への理解促進を図るためには、県だけの取組だけでは十分な効

果は得られないと考えております。そのため、支援者団体や教育機関など、関係機関の

協力が必要不可欠だと考えております。 

        そこで、当事者の意見に耳を傾け、それぞれの機関が、それぞれの役割を果たしなが
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ら、普及啓発やライフステージに応じた支援を行っていきたいと考えております。 

 

廣瀬障害福祉課長 疑似体験活動につきましては、委員から御紹介のありました山形県の花笠ほーぷ隊

の活動も参考にさせていただきたいと考えております。 

 

藤本委員    本県にも、山梨県手をつなぐ育成会の皆さんも、共生社会の実現に向けて発達障害や

知的障害を正しく知ってもらうために、発達障害や知的障害の疑似体験を中心とした啓

発活動を、ぜひ本県としても普及をしていただきたい。当事者の感覚を理解する上で、

やはり体験というのがとても大切だという声が届いていますので、これも踏まえまして、

今後県として理解促進に向けた取組を、関係団体や市町村と連携しながら、引き続き展

開していただくことを願いまして、質問を終わります。 

 

        （保育士の配置基準変更による影響について） 

望月（大）副委員長 子育て支援局の保育士の関係でお伺いしたいと思います。６月議会の条例改正で

配置基準が変わったと思いますが、保育士不足が懸念されるというお話もさせていただ

きました。 

        そのときに、やまなし保育士・保育所支援センターというところで、施設と潜在保育

士さんを含めた保育士さんをマッチングして、進めていくという話をお伺いいたしまし

た。 

        ６月で保育士の配置基準が変わった影響で、保育士が不足しているという状況になっ

たのか。支援センターに対して、施設あるいは保育士さんの登録が増えたのか、施設か

らマッチングをもっとしたいという話が出ているのかなど、配置基準が変わった後の動

向についてお伺いしたいと思います。 

 

篠原子育て政策課長 保育士の配置基準を変えてから、支援センターへの登録について大きな変動はご

ざいませんので、それに応じた数字的な動きが特段大きくなっている状況ではございま

せん。 

 

望月（大）副委員長 大きな変動がないということであれば、そんなに影響がなかったのかなと考えて

しまうのですけれども、施設の方、事業をされている方からお話を聞くと、やはり保育

士さんの多忙化がかなり深刻化していて、６月でもお伺いしたように、保育士補助、あ

るいは保育支援者の制度の積極的な活用をもっとしていきたいなと思います。 

        国でも保育体制強化事業というものがあり、清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝

具の用意、片づけ、外国人の子供の保護者とのやり取りの通訳や、周辺に対する業務に

当たられる保育支援者について、事業として強化していくということでありますけれど

も、県でもこの事業の活用はされていますか。 

 

篠原子育て政策課長 やまなし保育士・保育所支援センター等で、保育士確保の巡回業務や、労務改善

のための指導を行っております。県でも保育所の見学ツアーの実施や、保育士確保の補

助金の活用などフルに活用させて、保育士確保に努めてまいりたいと思っております。 
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望月（大）副委員長 最初に聞けばよかったのですが、保育支援者と言われている方々が、県内の施設

でマッチングされた人数は、把握されていますでしょうか。 

 

篠原子育て政策課長 今、御質問のありました保育支援者は、保育補助者の現状ということでよろしい

でしょうか。保育補助者につきましては、毎年度実施している保育所の現況調査で、直

近のものですと、令和５年４月１日時点の保育補助者になりますけれども、こちらの数

は１８１名となっております。 

 

望月（大）副委員長 保育補助者も、６月議会で１８１人ということは聞いており、保育士さん不足も

当然懸念されておられますけれども、このように資格を持っていなくても従事できるよ

うな方が欲しいとの声もかなり多いと思います。 

        ぜひ、支援センターのほうで積極的に保育士さんだけではなく、保育補助者・保育支

援者の方も応募できるような体制というものもつくっていただきたいと思います。これ

らも行われているという理解でよろしいでしょうか。 

 

篠原子育て政策課長 そのような取組については、努力をさせていただいている状況でございます。 

 

望月（大）副委員長 そのような方の活用も、施設での子供の保育に行き着くところですので、有資格

者だけではなくて、そのような方もマッチングに参加できるという周知を徹底していた

だきたいと思います。 

 

        （こども計画の策定状況について） 

流石委員    こども計画の策定状況についてお伺いしたいのですが、よろしいでしょうか。 

        山梨県の人口が８０万人を割ってしまいました。我々が若いころは８５万人と言われ

ていて、あともう少したてば９０万人ぐらいになるぞというような夢と希望があった。 

        ところがこの３０年、４０年の間に、あれよ、あれよという間に減ってしまい、今８

０万人を割り、７９万人くらいになってしまいました。国の出生率もこの１０年で３割

減りました。この原因は、晩婚化や未婚化が進んだことだと思います。 

        昔はおじいさん、おばあさんや、隣のおじさん、おばさんが世話を焼いてくれた。今

は世話を焼いてくれる方が、核家族でいなくなった。 

        そんな中で、本県でのこども計画の策定について、この間、古屋議員が代表質問され

ましたが、具体的な推進をするために、おじいさん、おばあさんの代わりになるのは、

やはり行政だろうかと思います。細々の小手先の支援策よりも、大きな支援のほうが効

くのではないかなと思っておりますけれども、具体的に山梨県でこども計画の策定につ

いて、幅広い分野で行っていると聞いているのですが、進捗状況を聞かせていただけま

すか。 

 

篠原子育て政策課長 現在の進捗状況ですけれども、県では市町村、保育、教育、医療、企業、学識経

験者など幅広い分野の方々と議論を重ねるため、７月に会議を開いております。会議で
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は、計画の基本理念や政策の方向性について議論を行いまして、各委員から多くの意見

を頂きました。 

        現在、関係部署におきまして、計画の基本理念や施策の方向性に基づき、具体的な政

策など計画の素案について検討しているところでございます。 

 

流石委員    基本理念は何ですか。 

 

篠原子育て政策課長 今の計画の基本理念に基づきまして、素案を作成しているのですけれども、この

計画では、全ての子供、若者の夢や希望を実現するために権利の主体として尊重される

とともに、安心と挑戦が保障される社会の実現を基本理念として考えておりまして、子

供は生まれながらに権利の主体であることを社会全体で認識しまして、子供、若者がい

かなる境遇にあっても、夢や希望がかなえられる社会の実現を目指してまいります。 

 

流石委員    山梨県の出生率、先ほど調べましたが１．３２です。全国が１．２ですから、少しは

いいのかなと思っていますけれども、はっきり言えば３以上でなければ増えないわけで

す。２点台では横ばい状況になりつつあるので、そういうことを考えると、先ほど篠原

課長が言われたように、安心と挑戦が保障されるというのはやはりその辺のところです。

安心して子供が産める環境も必要だと思いますが、こども計画策定のタイムスケジュー

ルがあれば、教えていただければありがたいです。 

 

篠原子育て政策課長 今後のスケジュールですけれども、現在検討しているこども計画の素案を取りま

とめまして、１２月に開催する有識者会議において、各委員に審議をしていただく予定

でございます。委員の承認を得た後、来年の２月にパブリックコメントにより、県民か

らの意見を伺いまして、３月末までにこども計画を策定する予定となっています。 

 

流石委員    有識者の方に、やはり夢のあるような案を出してもらわないと、例えば、１人産んだ

ら３００万くれるとか、具体的なことを言ってもらいたい。漠然としたこと、小手先の

支援だけでは、どうしても、また来年の今頃、こういうお話をしなければならなくなっ

てしまうので、ぜひ、夢や希望を与えられるような計画を立てていただければ、私はい

いと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

 

主な質疑等 教育委員会関係 

 

 

※請願第５－１３号  ゆきとどいた教育を求めることについて 

 

意見 
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流石委員    ゆきとどいた教育を求めることについて、継続審査が適当と思います。 

        少人数学級については、県の２５人学級導入の効果の検証等を踏まえた上で、検討し

ていくことが重要と考えます。高等学校の在り方及び知的障害特別支援学級の過大、過

密化については、県では長期構想、計画などに基づいて取組を行っており、教育環境の

整備を忠実に努めていると承知しております。 

        高校授業料の無償化についても、現在、私立高校授業料の実質無料化が図られている

ところでございます。よって当面は、県の取組状況を見守りつつ、国の動向を注視して

いく必要があることから、継続審査とすることが適当と考えます。 

 

討論      なし 

 

採決      採決の結果、継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

          （教職員の採用について） 

望月（大）副委員長 まず初めに、教職員の採用についてお伺いをしたいと思います。 

        昨年の６月議会でも教員不足について本会議でお話をさせていただいて、いろいろな

新たな試みもしていくということで、一次検査を東京会場で実施、あるいは正規職員で

あって即戦力となる方を対象に、一次検査を免除するなどの特別選考も行うということ

でお話を聞いております。 

        先日、報道でも出ておりますように、教員試験倍率が２．２倍だったということで出

ておりますけども、この新たに試みを行った教員の採用試験等の効果と受け止めについ

て、まずお伺いをしたいと思います。 

 

小池義務教育課長 本年度、東京会場で実施した採用検査には、昨年度よりも６名多い２１名が受験を

しました。このうち１７名が他県からの受験者であり、本県在住者以外の受験者を取り

込むことができたという成果があります。 

        また、本年度新たに大学３年生の受験も可能としましたところ、１４６名の受験者が

あり、大学３年生の教員志願者も確保できているところです。 

        様々な改善を試みている中で、志願者は全体的には減になっていますが、このような

県外、それから早くからの志願者の取組というところには、一定の成果が現れていると

考えています。 

 

望月（大）副委員長 実施したことに対しては、それなりに応募も来ているということで評価できると

ころであると思います。 

        これを踏まえて、そうは言っても倍率が２０１１年度以降で過去最低であったと出て

おりますけれども、今後どのように教員の採用を積極的に行っていくかについてお考え
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をお伺いしたいと思います。 

 

小池義務教育課長 今後も採用数、志願者数を増やすために、例えば大学での説明会の対象大学を増や

したりしながら、志願者の確保に努めてまいるということや、退職者に再任用での継続

勤務をお願いすることも日々取り組んでまいりたいと思っています。 

 

望月（大）副委員長 さらに行っていくということでお伺いしました。 

        ＬＩＮＥやツイッターなどのネット環境を使った情報発信も行っているとお伺いし

ておりますけれども、その反応はどうでしょうか。 

 

小池義務教育課長 ＳＮＳについても利用させていただいて、採用検査の募集などの内容の発信をして

おります。 

        また、６月にもお話をさせていただいた教員の魅力発信事業も進めておりまして、教

員の魅力、それから教員の社会的評価が高まるような動画を作成しているところでござ

いますので、そのようなものを併せてＳＮＳ等を利用して発信してまいりたいと考えて

います。 

 

望月（大）副委員長 全国的に抱えている課題であると思いますので、山梨県で教職員になるというこ

とが一つの魅力になるように、また情報発信も含めて鋭意進めていっていただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

 

        （県立ろう学校の修繕について） 

  もう一つ別で、県立ろう学校についてお伺いをしたいと思います。 

        特別支援学校の一つであります県立ろう学校ですが、委員会でも桃花台学園に行った

こともあり、その延長で２か月ほど前、私一人で県立ろう学校を拝見してまいりました。

いろいろな箇所を見てまいりましたが、老朽化が進んでおり、支援学校全体で、予算的

に建て替えはこれから難しいとは思いますが、老朽化に対する改修の計画をお示しいた

だきたいと思います。 

 

㓛刀学校施設課長 まず、老朽化の関係ですけれども、学校施設を含めまして主な県有施設は、施設管

理に係るコストの縮減や、財政負担の平準化を図るため、長寿命化を図りまして８０年

間使用することとされております。 

        屋根や外壁、給排水設備、電気設備などの主要な部位につきましては、各部位の寿命

と、毎年実施している点検結果を基に優先順位をつけまして、各部位ごとに更新を行っ

ているところでございます。 

        そのほか修繕が必要な箇所等につきましては、毎年、学校に修繕要望などを聞きまし

て、安全性や必要性、法令遵守の観点から優先順位をつけまして、計画的に修繕を行っ

いるところでございます。 

 

望月（大）副委員長 ８０年間の長寿命化ということで方針もあると思いますが、修繕要望も各学校か
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ら出してもらうとかなりの量で、当然優先順位もつけなければならないと思うのですけ

れども、ろう学校に対してはいかがでしょうか。計画あるいは要望に対して進めていく

ものがありましたらお伺いしたいと思います。 

 

㓛刀学校施設課長 ろう学校につきましては、今年度、長寿命化工事の対象となっておりまして、寄宿

舎のボイラーの取替えなど必要な箇所を工事しているところでございます。それ以外の

箇所につきましては、学校からの要望を毎年聞いておりますので、必要に応じて学校に

状況を確認しながら、対応を検討していくこととしております。 

 

望月（大）副委員長 長寿命化計画の中に入っているということでぜひ進めていただきたいと思います。

桃花台学園もそうでしたが、同じ敷地内で校舎と寄宿舎が離れていて、今回、ろう学校

へ行ったときに、寄宿舎の老朽化もかなり進んでいると思ったのですけれども、この寄

宿舎部分というのは、生活スペースなので、教育の施設という範囲の中で考えていいの

か、これに対しても長寿命化の対象になるのかお伺いしたいと思います。 

 

㓛刀学校施設課長 寄宿舎につきましても、長寿命化工事の対象としております。 

 

望月（大）副委員長 生活するスペースでもあり、親御さんも預けたりするということを考えれば安心

しますので、寄宿舎に対しても、ぜひ要望等を聞きながら進めていただきたいと思いま

す。 

        Ｗｉ─Ｆｉ環境の話をしたいのですが、学校の校舎の中だったらＷｉ─Ｆｉ環境はあ

るけれども、寄宿舎にはないと話を聞いているのですが、対応はできるのでしょうか。 

 

岩出教育企画室長 寄宿舎のＷｉ─Ｆｉ環境等につきまして、今の長寿命化と同様になるのですけれど

も、生徒の寄宿舎での学習状況や機器の更新などとも併せながら、今後検討していくこ

とになろうかと思います。 

 

望月（大）副委員長 細かいところはまだあるので、それはまたそれぞれ要望を聞いていただき、また、

Ｗｉ─Ｆｉは家に帰って宿題をするのと一緒で、学習時間にも使いたいと言っておりま

したので、プライベートと学習のすみ分けするのが難しいところもあると思いますけれ

ども、生活の一環の中でＷｉ─Ｆｉは常態化していますので、これもぜひ御検討いただ

きたいと思います。 

 

        （農業高校における農業教育を通じた国際交流について） 

藤本委員    ２点お伺いをいたします。 

        まず、１点目ですけれども、本県農業高校における農業教育を通じた国際交流につい

て伺います。 

        本年８月、台湾の桃園市立龍潭高級中等学校と農林高校が農業教育交流の覚書を締結

しました。国内の農業高校同士では、日本学校農業クラブでの活動を通じた交流などを

行う機会は十分ありますが、海を越えた農業高校同士の交流は、国内でもあまり例のな
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い中、大変すばらしい試みだと考えます。 

        そこで初めに、本県農業高校における農業教育を通じた国際交流のこれまでの経緯と

実態についてお伺いいたします。 

 

渡邉高校教育課長 北杜高校で２月に台湾でのインターンシップ、それから笛吹高校で９月にシャイン

マスカットの販売実習、農林高校で、先ほどありましたように台湾との交流を行ってい

るということで、農業教育に関連したものとなりますが、そのような取組を行っている

ことは承知をしております。 

 

藤本委員    今、本県の農業高校での国際交流の実態についての一部を教えていただきましたが、

もう少し具体的にお聞きしたいのですけれども、これまで本県農業高校は、１００年以

上という歴史を持っている学校もある中で、これまでの歴史を振り返った中で、どのよ

うな農業教育を通じた国際交流が図られてきたのか、もう少し詳しく教えてください。 

 

渡邉高校教育課長 農業教育を軸としたものについては、特にこれまででは、こちらとしては承知して

おりません。農業教育に関連するものということではありますが、軸というものは特に

承知はしていない状況です。 

 

藤本委員    農業教育を軸とした交流は、本当に行われていないということで、今回の覚書の締結

の重みというのが改めて分かりました。また、各学校でインターンシップの受入れや、

生徒の皆さんが生産した果樹の販売等を通じての交流が進んでいるということも分かり

ました。 

        私は、山梨県の農林業系高校及び農林大学校を応援する山梨県議会議員連盟の一員と

して政務活動の一環で訪台した際、龍潭高校と先ほど申し上げました農林高校の農業教

育を軸とした国際交流がスタートする機会に、龍潭高校を訪問し、互いの学校長が農業

教育を軸とした相互交流と友好関係をさらに推進するため、姉妹友好学校の協定を締結

される様子を拝見しました。海外の同世代である農業高校生同士が共に農業を学んでい

こうとする姿勢は大変貴重であり、今後の展開も期待されます。 

        そこで県では、この現状をどのように評価しているのか伺います。 

 

渡邉高校教育課長 農業教育を軸として、あるいは通して、互いの文化や考え方に触れることができま

すので、双方の高校生にとっても意議があるものであると考えます。 

 

藤本委員    相互の農業高校同士の農業教育を通じた国際交流は、双方の学校にとって意義がある

ということで評価は分かりました。 

        続きまして、県では、農業教育を軸とした国際交流が進むことによって、期待される

効果についてどのようなことをイメージされているのかお伺いします。 

 

渡邉高校教育課長 一般論にはなってしまうかと思いますが、貴重な経験につながりまして、意義があ

るものと考えております。 
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藤本委員    さらにもう少し詳しく砕いていただいて、具体的にこんなことが期待されるというこ

とがございましたら教えていただきたいと思います。 

 

渡邉高校教育課長 農業教育だけではないかとは思いますが、異文化理解、相互理解も深めて、山梨の

よさをさらに見詰め直して、将来、グローバルな視点で考えることができるような人材

に育つことが期待されるのではないかと思っております。 

 

藤本委員    まさに今、課長が答弁していただきましたそのことを、本県農業高校が他国の農業高

校と交流をする上で、私自身も効果があると思っていますので、この効果を最大化でき

るように取組を進めていただきたいと思います。 

        しかしながら、農業高校において、これらの農業教育を通じた国際交流を互いに進め

ていく上で課題もあると考えます。例えば先ほど課長さんが言われましたように、グロ

ーバルな視点、また、文化、教育などの交流で生まれるものもある一方で、文化や教育

の交流などと違いまして、農業教育、また農業を軸とした交流は、お互いの地域の農業

に触れることが欠かせないと考えます。もちろんオンラインによる農業教育を通じた交

流もある程度は可能だと思いますが、どうしても互いの農業高校における、例えば学校

の田畑や果樹園、食品製造や林産物製造など、実践を重視した農業体験を通じた協働活

動のための生徒間の往来も想定されます。 

        そこで、農業教育を通じた国際交流が進むことによる、現在認識している課題とその

解決策についてお伺いいたします。 

 

渡邉高校教育課長 先ほどもありましたが、農業教育を軸とした交流については始まったばかりでござ

いますので、今後も学校の話をよく聞いてまいりたいと思っております。 

 

藤本委員    ぜひ現場の学校の先生方の声に耳を傾けていただきまして、取組を進めていく中で課

題が生まれましたら、それを解決してもらいたいと思います。 

        最後に、今後、農業高校における本県の農業教育を通じた国際交流、農業を軸とした

交流というのが、さらなる充実に向けて、学校が望んでいるときに、様々な課題の解決

を含めて、県ではどのように取り組んでいくのかお伺いいたします。 

 

渡邉高校教育課長 先ほどと重複するかもしれませんが、学校からよく話を聞きまして、必要に応じて

支援等を検討してまいりたいと思います。 

 

藤本委員    学校の話をよく聞いていただけるということですので、ぜひとも進めていただきたい

と思います。そして、今後、互いの文化や習慣に触れながら、高校生の農業教育を通じ

た国際交流が進むことが予測される中で、引き続き農業高校における農業教育を通じた

国際交流が柔軟かつ円滑に進みますよう、県のきめ細やかな支援を望みまして、次の質

問に移ります。 
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        （学校給食における在来種及び地場産の有機農産物の継続した活用について） 

藤本委員    ２点目としまして、学校給食における在来種及び地場産の有機農産物の継続した活用

について伺います。 

        私は昨年９月定例会の一般質問で学校給食における県産の在来種及び有機農産物の

継続的な活用を目指すための目標の導入を提案し、ただしました。 

        その際に執行部からは、まずは県産の在来種及び有機農産物を含めた地場産物全体の

学校給食への使用拡大に努めていくと答弁があり、その後、県では地場産食材の学校給

食への活用を推進するため、給食関係者を対象とした研修会を継続して開催するなど、

取組が着実に進んでいると承知しています。 

        そこで初めに、この事業の概要について伺います。 

 

花輪保健体育課長 県では学校給食において、有機農産物を含む地場産物を活用した食育を効果的に進

めるための研修の充実を図っているところです。 

        １０月４日に実施いたしました栄養教諭、学校栄養職員を対象にした研修におきまし

ても、有機農産物を含む地場産物食材を活用した食育の実践例等を基にした意見交流会

等を実施しております。 

        また、モデル地域を設定し、有機農産物を含めた地場産物の生産者からの調達方法、

品目、出荷量、価格などに関する情報を提供しております。 

 

藤本委員    事業の大まかな概要については分かりましたが、もう一歩踏み込みまして、この事業

はいつから開始され、そして今日まで続いているのかお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 令和４年度から始め、令和５年度にはモデル地域をセッティングして行っておりま

す。令和６年度に関しましても、引き続き取組を進めているところです。 

 

藤本委員    そのモデル地域はどこなのか。また、そのモデル地域を選定した理由は何かお伺いを

いたします。 

 

花輪保健体育課長 令和５年度につきましては、都留市、それから市川三郷町をモデル地域としており

ます。具体的には禾生第一小学校、八代小学校をモデル校としております。 

        選定した理由といたしましては、有機農産物を含めた地場産物等を活用することが、

調達しやすいというようなことも含めた理由で選定しております。 

 

藤本委員    さらにお伺いをいたします。調達理由のところで有機農産物等を調達しやすいという

ことでしたが、ほかの地域とこの選定したところで、調達のしにくさとしやすさという

のは、どういうところで御判断されたのでしょうか。お伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 有機農産物も含めました地場産物等の生産量等により総合的に判断いたしました。 

        先ほどの発言を訂正いたしますが、モデル地域ですけれども、令和５年度につきまし

ては、都留市と笛吹市でございます。今年度が都留市と市川三郷町ということになって
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おります。 

 

藤本委員    都留市と笛吹市、また市川三郷町ということで選定して、単年度で事業が進んでいる

ところもあれば、継続しているところもあるということで、先ほどの選定理由で生産量

を総合的にという御判断でしたが、材料を調達するのは、各学校の栄養士の先生方なの

で、特に農産物の産地という条件は満たさないと思うのですけれども、総合的に判断と

いうところをもう少し詳しく教えてください。 

 

花輪保健体育課長 当然、食材を調達するのは、それぞれの市町村の給食センターにおいて栄養職員で

あるとか、栄養教諭であるとか、地元の八百屋さんであるとか、そのような流通経路を

使って調達していると承知しております。 

        そこで食材業者とのマッチング等を図っているわけですが、例えば市川三郷町であれ

ば市川三郷町の教育委員会と売買契約を結んでいる農家があるとか、そのようなことも

含めて判断しているところでございます。 

 

藤本委員    事業の概要は分かりました。質問した当時、本県では県産の在来種を給食の食材とし

て利用している学校があるのは２２市町村、有機農産物については７市町村でした。 

        先日、私は政務活動で東京都世田谷区を訪問し、東京都及び世田谷区における学校給

食の食材に関する有機農産物の確保と利用拡大に向けた取組について視察しました。 

        その際に世田谷区では学校給食に提供される、例えばお米ですが、年６回、９０校全

ての小中学校で有機米が利用されており、こうした区の取組は東京都との連携が促進さ

れたことで、より安全安心な子供の健康的な給食に寄与すると改めて実感しました。 

        そこで、本県において、米や野菜や果物など、県産の在来種を給食の食材として利用

している学校及び有機農産物を利用している学校がある市町村について、その取組実績

と状況についてお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 令和４年度に行った調査におきましては、県内の７市町村において、学校給食に有

機農産物を活用していることを把握しております。 

        また、在来種を給食の食材として利用している市町村は２１市町村となっております。 

 

藤本委員    令和５年度の実績については教えていただけますでしょうか。 

 

花輪保健体育課長 令和５年度につきましては、調査は行っておりません。 

 

藤本委員    令和５年度の実績調査はいつ行うのでしょうか。 

 

花輪保健体育課長 必要に応じて行うことと考えておりますので、今のところ行う予定はありません。 

 

藤本委員    令和４年度の本県におきまして、給食の中で有機農産物を一度でも利用しているとい

う市町村が７と、そして在来種につきましては２２ということで分かりましたが、そう
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すると令和５年度の調査をしていない、また調査しないということですと、どのように

実態を本県として把握するおつもりなのかお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 令和４年度に一度調査しておりますので、必要に応じて調査をしようと考えており

ます。 

 

藤本委員    必要に応じてということですが、本県は地場産物も含めた有機農産物の継続した活用

について進めていくとのことですけれども、現状を把握しないと、その先に向かう道筋

が見えないと思いますが、それについてはいかがでしょうか。 

 

花輪保健体育課長 現在、幾つの市町村において、地場産物や有機農産物の活用を行っているのかとい

うことは、個々に把握をしておりませんが、県全体としましては、学校給食における地

場産物の使用割合につきましては把握しております。令和５年度につきましては、５９．

６％において地場産物を活用しております。 

 

藤本委員    ただいま使用割合については御答弁をいただきました。使用割合を把握しているとい

うことで、自治体のほうが把握していないというところは、何か理由でもあるのでしょ

うか。 

 

花輪保健体育課長 学校給食における地場産物の使用割合につきましては、国の調査に基づいた割合と

させていただいております。 

 

藤本委員    学校給食につきましては、国の調査に基づいたということで承知しました。一方で、

有機農産物の使用割合というところではいかがでしょうか。 

 

花輪保健体育課長 有機農産物に特化して給食に使おうということではなく、県全体としまして、有機

農産物も含む地場産物の活用割合について促進しましょうということで、第４次やまな

し食育推進計画の取組についてそのようなことを目指しておりますので、特に有機農産

物だけを取り出してということではなく、地場産物全体という、県全体で使用割合を増

やしていくという考えで取り組んでおります。 

 

藤本委員    実態を把握するためのデータの収集、予算等、様々課題はあると思いますが、各市町

村から上がってくる数字を積み上げて、県として把握することが重要だと思いますので、

ぜひ令和４年度でピリオドを打たずに令和５年度、令和６年度、またこの先も前向きに

検討することを望みます。 

        また本県では、先ほど御答弁いただきましたように、令和４年度の実績で在来種を給

食の食材として利用している学校があるのは２２市町村、有機農産物については７市町

村であり、実態は分かりました。そうしますと、この現状を県としてはどのように評価

をしているのか、御所見をお伺いいたします。 
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花輪保健体育課長 地場産食材の学校給食への活用を推進するため、給食関係者を対象とした研修会等

を開催するなど様々な取組を進めているところです。こうした取組を通じまして、給食

に必要な量が確保できる地域の学校では、献立の工夫などにより、現行の学校給食の中

で有機農産物の使用が行われているものと承知しております。 

        今後も食育の観点から、有機農産物を含む地場産食材の活用についてはさらに進めて

まいりたいと考えております。 

 

藤本委員    成果が出ているということは分かりました。しかし、このような成果が出ている中で

も、この取組において課題もあると思います。 

        そこで、現在、この取組について県で認識している課題についてお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 課題につきましては、栄養教諭等からは学校給食に必要な量の確保が難しいとの声

も聞かれます。また、例えば有機農産物にあっては、食材の規格がそろっていなかった

り、野菜に土がついたままの納品であったり、調理時間の一定の短い間で加工して調理

をし、配膳しなければならないという中で、時間の確保に苦慮するという実態もあると

聞いています。 

        一方で、慣行農法による食材との価格差はあるものの、献立の工夫により解決したり、

納品方法について業者との話合いで解決したりしているなどの事例も一部では承知して

おります。学校給食で有機農産物等の使用拡大をするためには、まずは学校給食を賄え

るだけの生産量の確保が必要だと考えます。 

 

藤本委員    現在認識している課題について伺いました。今質問させていただきました課題と併せ

まして、まだ幾つか学校給食関係者の方々から届けていただいた課題を踏まえて伺いま

す。 

        １つ目ですが、本県の学校給食１食当たり、小学校はおよそ２６０円、中学校では約

３００円の賄い材料費です。これまでに令和４年９月定例会において、有機栽培の農産

物は、既存の栽培方法で生産された農産物と比べ一般的に割高となるため、県として何

らかの支援が必要ではとただしたのに対して、執行部から学校給食への有機農産物を仕

入れる際の支援については、有機農産物以外の地場産物との均衡を考慮する必要があり、

慎重な検討が必要と答弁されました。 

        翌、令和５年９月定例会では、学校が有機食材を利用しやすくするために、県産の有

機農畜産物を仕入れる際に、材料費の助成制度を創出することについてただしたのに対

して、執行部は有機農畜産物を対象とした材料費の助成については、ほかの地場産物の

使用との均衡を考慮する必要があり、慎重な検討が必要と答弁されました。 

        そこでお聞きします。県は本会議で答弁されてからこの２年間、地場産物との均衡を

考慮した慎重な検討と言われてきましたが、これまでにどのようにその検討が行われて

きたのか、その経過と検討された内容についてお伺いいたします。 

 

花輪保健体育課長 有機農産物を含む地場産食材を学校給食に使用することについては、食育の効果を

高める観点から大変意議があるものと認識しております。そのため地場産食材の学校給
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食への活用を推進するため、給食関係者を対象とした研修会を開催するなど、様々な取

組を進め、活用に向けて取り組んでいるところです。 

        一方、有機農産物だけを対象とした材料費の助成につきましては、現状において、他

の地場産食材等との使用の均衡を考慮する必要があるなど課題があると考えております。 

 

藤本委員    今、私が伺いましたのは、これまで本会議で執行部から答弁されてきましたのが、地

場産物との均衡を考慮した慎重な検討が必要だということで、２年間その慎重な検討が

どういう形で行われてきたのか、また、その内容についてお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 有機農産物等、ほかの地場産食材も含めた食材につきましては、使用できる比率が

違います。また、地場産食材等も含めまして、学校給食全体としての食材使用を考えま

すと、有機農産物だけを対象として材料費を助成するという考えには少し慎重であると

いう検討をしてまいりました。結果的に、まだ慎重にあるべきだというところでありま

す。 

 

藤本委員    それでは、さらに端的にお伺いいたします。この２年間で何度、庁内で検討がなされ

てきたのかお伺いをいたします。 

 

花輪保健体育課長 保健体育課内で検討しております。課内で継続的に課題を持って検討しております

が、先ほどお答えしたように、有機農産物に特化した助成については、やはり慎重に考

えていかなければいけないという考え方を持っております。 

 

藤本委員    課内で慎重に検討していただいたということですけれども、その議事録がございまし

たら、ぜひ委員会のほうに提出を願いたいと思いますが、委員長、委員の皆様にお諮り

願います。 

 

降籏教育長   ただいま担当課長のほうから御説明させていただいておりますのは、課内で制度的に

どのようなことが可能なのか、あるいは課題なのかということを検討しているものであ

りまして、特定の会議で作成するような議事録として、一つ一つ記録を残しているわけ

ではございません。したがいまして、そのような課内で検討しているものが、議事録な

どという形で残っているというわけではございませんので、その点、御理解いただけれ

ば幸いでございます。 

        以上、補足でございます。 

 

笠井委員長   今、教育長から御説明があったように、課内で継続的に検討しているものの議事録が

はっきりあるわけではないという説明でした。 

 

藤本委員    ただいま教育長から御説明いただきました。継続して検討しているということですの

で、定期的にとは言いませんが、２年経過いたしましたので、１年おきぐらいに、検討

の方向性が分かったところで御報告を願えればと思います。課の中での検討と経過状況
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については分かりました。 

 

        （有機ＪＡＳ認証を受けていない本県の有機事業者の生産情報の周知方法について） 

        課題の２つ目ですが、地元に有機農産物の生産者がいるのか。どこに、いつ、どんな

農産物をどのくらいの量を作付し収穫しているのか。学校給食関係者に十分届いていな

いとのことで、これについては、さきの定例会で在来種及び有機農産物の学校給食食材

バンクの創設について提案した際に、執行部からは、今後早期に農水省より公表されて

いる本県の有機ＪＡＳ認証を受けた事業者リストを活用することで、有機農産物の学校

給食食材バンクと同様の効果が得られるものと考えているということで、これを学校給

食関係者に周知を図っていくと答弁されるなど、今後の広がりに期待が持てます。 

        一方で、本県の有機ＪＡＳ認証を受けていない有機事業者の情報が、学校給食関係者

に十分届くか気がかりです。 

        そこで、県では、学校給食関係者に対して、有機ＪＡＳ認証を受けていない本県の有

機事業者の生産情報をどのように周知していくのか、御所見をお伺いいたします。 

 

花輪保健体育課長 有機ＪＡＳ認証を受けている農産物につきましては、しっかりした管理の下、有機

農法で作られていると認められているものだと考えております。 

        御質問の中にある認証されていない有機農産物につきましては、私たちとしては、有

機ＪＡＳ等の認証を受けた生産者が生産した有機農産物について、学校給食関係者に周

知してまいろうという考えを持っておりますので、御承知おきください。 

        なお、委員御指摘の認証事業者でない生産者につきましては、地場産食材の生産者と

いうようなカテゴリーの中に入ろうかと思いますので、これまでどおり地場産食材の給

食における活用割合について高めていくよう取り組んでいきたいと思います。 

 

藤本委員    有機ＪＡＳ認証を受けていない有機事業者の生産情報の学校給食関係者への対応に

ついては分かりました。 

 

        （有機農産物の県内生産者の確保について） 

        課題の３つ目ですが、有機農産物の給食での使用については、量の確保が難しいとい

うことを御指摘いただきましたが、学校給食の関係者からも同様の指摘がなされていま

す。 

        県内の生産者の中からも、子供たちのために、学校給食で地場産の有機農産物を使っ

てもらいたいとの思いから、これまでの慣行農法から有機農法に転換する生産者が現れ

てくるための事業を地道に県としても展開していくことが有効だと考えます。学校給食

で本県産の有機農産物を利用していきたい、利用する意思があると県が宣言し、公表し、

生産者に知ってもらうことだと考えます。それにより学校給食関係者が望めば、学校給

食で地場産の有機農産物の円滑な利用が進むように、有機農産物の県内生産者を増やす

効果が期待できると考えますが、県の御所見をお伺いします。 

 

花輪保健体育課長 食育充実の観点から、有機農産物を含めた地場産食材の学校給食への活用について
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推進してまいります。 

 

藤本委員    学校給食の食材として地場産の有機農産物を生産していただけるサポーターの増加

策について、今後必要だと思います。 

        そこで最後に、県として課題の解決も含めまして、学校給食関係者が望めば、学校給

食における在来種及び地場産の有機農産物の活用が進むよう、今後どのように取り組ん

でいくのかお伺いをしまして、質問を終わります。 

 

花輪保健体育課長 学校給食関係者への研修会等を通じ、これは今も行っておりますが、その中でも例

えば、地場産食材を学校給食に活用する意義について理解を深めたり、マッチングを図

ったりというような紹介をさらに進めてまいります。 

        また、有機農産物を含めた地場産食材の活用事例についても、情報提供等をしてまい

りたいと考えております。 

 

        （２５人学級について） 

望月（勝）委員 今日は降籏教育長さんにも出席いただいて非常に貴重な機会ですので、降籏教育長さ

んから一言お聞きしたいです。 

        知事が推奨しております２５人学級は、今年度が小学校４年生、来年度は５年生とい

うことで順に行くと思いますが、令和５年度までの２５人学級の成果や、教員の不足、

子供たちの積極性が出てきたとか、これまでの成果や課題の検討状況を集約していまし

たら教えてもらいたいです。 

 

降籏教育長   少人数教育のお尋ね、ありがとうございます。現在、山梨県は少人数教育の推進をし

ておりまして、４年生まで広がってきているところでございます。 

        現場のほうからは、今、委員からのお尋ねの中にございましたけれども、やはり子供

たち一人一人に先生が目をかけやすくなってきているということと、教室の中で子供た

ちがより多く発言することがしやすい環境ができてきているということで、一人一人の

きめ細かな教育というものの実現につながっているというところは、それぞれの学校か

ら御好評の声を頂いております。 

        あわせまして先生を県費で増やすという施策でございますので、現在、教員の働き方

改革を進めているところでございますけれども、先生１人当たりに係る事務の業務量の

ところにも大きくいい効果が上がっているというような、現場の声も伺っているところ

でございます。 

        一方で、今後５年生、６年生に向けて少人数教育の推進をどのようにするのかといっ

たことを、今まさに少人数教育推進検討委員会のほうで御議論をいただいているところ

でありますが、この中でも、教員の確保というのは大きな課題であると御指摘をいただ

いております。先ほど望月大輔副委員長から教員の採用倍率の御質問を頂戴したところ

でありますけれども、短期的には先ほど義務教育課長から御説明を申し上げましたよう

な教員採用試験の工夫などの取組と、大学での説明会の回数を増やすこと。このような

取組をしながら、教員の確保を進めるとともに、この少人数教育というものが、先生方
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にとって、子供たちに教えやすい環境だと、山梨で教員として働きやすい環境だと、こ

ういう声も大分増えてきておりまして、山梨県で少人数教育を実施しているということ

を理由に、山梨県を志望してくれる受験生の皆さんも増えてきている。これも一つの少

人数教育を進めてきている効果の一つなのではないかと思っています。 

        今申し上げましたが、この少人数教育を推進することによって、山梨県の教育をもっ

とよくできるということ、これは確信を持っておりますので、現在検討委員会のほうで

検討しているところでありますが、県としましては、この少人数教育を少しでも推進で

きるよう、引き続きあらゆる取組をしていきたいと思っているところでございます。 

 

望月（勝）委員 ただいま降籏教育長から詳細なお話を聞いて、安心、期待をするところでございます

が、これから少子化がなお一層、山梨県でも進んでくると思います。国中のほうではそ

こまで問題はないと思いますが、山村地域においては、２５人学級に達しなくて、１桁

の学年もある状況もあります。その中でぜひ山梨教育を将来の宝といいますか、子供た

ちを育てるためにも、少人数学級をこれからも５年生、６年生と推進して、長崎知事も

非常に力を入れて推進をしておりますので、ぜひよろしくお願いします。 

        現在、保護者からは少人数学級に対する御意見や要望は出ていますか。 

 

降籏教育長   保護者の皆様方からも、山梨県は少人数教育を進めているということは大分知ってい

ただきつつあるのではないかと思います。 

        一方で、山梨県の少人数教育というものをもっと発信して、保護者の方のみならず、

県内でこういうすばらしいことをやっているんだということをもっと知っていただくこ

とも必要なのではないかということも、ＰＴＡ役員の方々からも御意見を頂いておりま

して、どのように知っていただくのかといったところにつきましても、先ほど義務教育

課長のほうから山梨の教員の魅力を伝えるための動画の発信に取り組んでいるという説

明をさせていただきましたが、このようなところから県内の皆様方も知ってもらえるよ

う、私どもも引き続き工夫をしてまいりたいと考えております。 

 

望月（勝）委員 これからの将来の山梨県教育の中において、これは一つの例ですけれども、早川町で

は山村留学を進めている状況もありますが、子供が１学年で１桁台という中で、山村留

学に来ている方たちがその倍ぐらいいるという状況を聞いております。そこへ来た子供

さんたちの状況を聞いてみると、東京あたりの大きい都会の大勢の中で授業を受けてき

た子供は、どうも消極的で発言力がないとか、また、人の前へ立って積極的に進めるこ

とができなかった子供が、そういうところへ来て少人数学級の中で非常に積極性が出た

り、また自分から役職を担っていくという状況でした。将来の山梨県においても、少人

数学級の中で、子供たちの積極的な発言や、役職に対しても務めをしていくというよう

になれば幸いかと思いますので、ぜひ御期待いたします。保護者との連携を取りながら、

ぜひ降籏教育長さんにも頑張っていただきたいと思います。 

 

降籏教育長   先ほどのお話と少し重複するかもしれませんが、やはり山梨の教育の強みというのは、

まず先生方が熱心に教育にお取り組みいただいているということと、少人数教育や教育
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環境をよくするべく、このようなことを進めることができているというのは大きな要素

なのではないかと自負をしております。この取組がもっと知られることによって、山梨

県の教育に魅力を持った方が山梨で教育を受けるというような、好循環につながってい

るところも大事な視点だと思っておりまして、そのような好循環をつくることができる

ように、引き続き私どももしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。議員の

皆様方におかれましても、何とぞお力添えや御理解をいただければ幸いでございます。 

 

その他 ・ 本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告については委員長に

委任された。 

・ 閉会中もなお継続して調査を要する事件は、配付資料のとおり決定された。 

・ 継続審査案件調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され、県内調査を令和６年１１月

６日に実施することとし、詳細については、後日通知することとされた。 

 

以 上 

 

 

                               教育厚生委員長 笠井 辰生 

 


